
（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00026

事務事業評価調書
事務事業名 庁舎管理事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 不明 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 平成２４年

根拠法令等 吹田市事務分掌条例、吹田市事務分掌規則、吹田市庁舎管理規則

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 本庁舎、本庁舎に勤務する職員及び来庁舎等

　目標
（どういう状態にしたいのか）

本庁舎内の秩序維持及び安全確保

　結果
（どのような効果が得られるのか）

公務の適正な執行の確保及び来庁者等の安全確保

事業概要

・敷地内、施設内の秩序維持、安全確保及び美観・衛生の確保
・電気・機械設備等の運転、保守及び管理
・事務室の割振り、代表番号及び内線番号の管理
・駐車場の運用及び管理
・その他庁舎管理全般

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 1 目 1 大事業 4 中事業 1 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 277,726 269,265 334,106 326,542 394,786

　  人件費
職員数 人 3.60 5.60 4.10 5.00 4.75

総額 （B) 千円 29,880 44,504 34,244 41,760 38,808

総事業費（Ａ＋Ｂ） 307,606 313,769 368,350 368,302 433,594

特定財源（Ｃ） 5,304 6,891 5,389 5,389 7,411

482

府 0 0 0 0 0

国 390 483

6,929

市負担（Ｄ） 302,302 306,877 362,961 362,913 426,183

（
内
訳

）

494 494

0

一般財源 302,302 306,877 362,961

4,895その他 4,914 6,408 4,895

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

362,913 426,183

財源計（Ｃ＋Ｄ） 307,606 313,768 368,350 368,302 433,594

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

㈱イズミ

大代興業㈱

㈱サンメンテナンス

主な委託内容 警備業務、清掃業務、機械設備等管理業務

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00026

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

　吹田市エコオフィスプランに基づき、節エネルギーに取り組みます。

目標

　吹田市エコオフィスプランに基づき、庁舎電気使
用量を前年度比１％削減します。

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

　庁舎の照明の間引き等、節電の呼びかけを実施しました。

達成
状況

平成２６年度　２，４６３，１８４ｋｗｈ
平成２７年度　２，５７０，２６１ｋｗｈ
達成度　４．３５％増加しました。

    終期の設定

評価の説明

　定期的・計画的な設備のメンテナンス・更新・保守を行うことにより、設備等の適切な運用を行っているとこ
ろです。
　共用部にＬＥＤ照明を導入するなど節電の取組により、電気使用量の削減に努めてまいりましたが、平成２
６年度には主として電算システムの更新に伴う新旧システム並行稼働のため、平成２６年度比で４．３５％増
加しました。
　設備等を更新する際、設置に伴う工事により、エネルギーやコストが一定増加することとなりますが、最新
の環境性を有するものを導入することにより、運用コストを削減できるようにします。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 00026 事業名 庁舎管理事業 事業区分 内部管理

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

14

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

16

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｃ．事業手法の検討や事務改善にあまり取り組めていない。（1点） 1

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

内部管理

②サービスの水準は適正ですか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

③適正な受益者負担を求めていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 82

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 00026

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
　本庁舎は市政の拠点であり、非常時の防災拠点となるなど、柔軟な管理運営を行う必要があります。
　そのため、警備業務等一部の業務について業務委託することにより、効率的な施設管理を実施しておりま
す。

0

5

10

15

20
妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00029

事務事業評価調書
事務事業名 車両運行事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 不明 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 道路運送法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 職員、公用車、公用バイク

　目標
（どういう状態にしたいのか）

業務遂行のために、自動車保険や燃料等の車両関係業務を行う。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

円滑な業務の確保。

事業概要 公用車や公用バイクの保険関係業務、車両リース関係業務及び燃料受払い事務等の車両関係業務。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 1 目 9 大事業 1 中事業 1 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 27,481 25,472 28,251 22,920 27,713

　  人件費
職員数 人 8.00 8.00 7.25 7.25 8.25

総額 （B) 千円 66,400 63,576 60,552 60,552 67,403

総事業費（Ａ＋Ｂ） 93,881 89,048 88,803 83,472 95,116

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 93,881 89,048 88,803 83,472 95,116

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 93,881 89,048 88,803

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

83,472 95,116

財源計（Ｃ＋Ｄ） 93,881 89,048 88,803 83,472 95,116

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

エイ・リーシング（株）

主な委託内容 一部の公用車のリース

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00029

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

公用車稼動回数
目標値 （単位：回） 2,211.00 2,367.00 2,326.00

実績値 （単位：回） 2,367.00 2,326.00

達成度(%) 107.1 98.3

目標値
の積算
方法

総務室公用車（乗用車、ワゴン車）稼動回数
（前年度実績） 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 37.62 35.89

一般財源（単位：千円） 37.62 35.89

②

指標
内容

共用軽自動車稼動回数
目標値 （単位：回） 9,776.00 9,443.00

目標値
の積算
方法

10,676.00

実績値 （単位：回） 9,443.00 10,676.00

達成度(%) 96.6 113.1

共用軽自動車稼動回数（前年度実績）

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 9.43 7.82

一般財源（単位：千円） 9.43 7.82

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

業務遂行のために、適切な車両関係業務を行っている。

達成
状況

円滑な業務の確保

    終期の設定

評価の説明

全市的な要望に応え運転手付公用車運行や公用軽自動車の貸出業務を行っており、今後も継続して事業を
行っていく必要があると考えております。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務部総務室（車両担当）

事務事業番号 00029 事業名 車両運行事業 事業区分 内部管理

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

12

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　c．市民ニーズは低下している。又は市民ニーズを把握できていない（1点） 1

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

②サービスの水準は適正ですか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

③適正な受益者負担を求めていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

14

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｃ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は高い。もしくは比較・分析までできていない。（1点） 1

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 80

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務部総務室（車両担当） 事務事業番号 00029

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
環境負荷の大きい古い車両の更新を進める必要があります。また、メンテナンス付リース車への更新を行
い、整備事業費の削減を進めます。

エコカー減税の実施及び環境負荷の大きい古い車両の自動車税、重量税の割り増しにより車両の買い替えを促している。また、公用車につき
ましても環境に配慮した車両のリース導入を目指します。

0

5

10

15

20
妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00030

事務事業評価調書
事務事業名 車両整備事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 不明 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 道路運送車両法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 公用車、公用バイク

　目標
（どういう状態にしたいのか）

業務遂行のためのに、安全に整備された車両を提供をする。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

円滑な業務の確保。

事業概要 公用車や公用バイクの管理及び継続検査や定期点検などの整備関係業務。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 1 目 9 大事業 1 中事業 2 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 8,992 6,899 8,548 4,827 9,822

　  人件費
職員数 人 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

総額 （B) 千円 8,300 7,947 8,352 8,352 8,170

総事業費（Ａ＋Ｂ） 17,292 14,846 16,900 13,179 17,992

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 17,292 14,846 16,900 13,179 17,992

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 17,292 14,846 16,900

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

13,179 17,992

財源計（Ｃ＋Ｄ） 17,292 14,846 16,900 13,179 17,992

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

松永自動車工業（株）

（株）阪急阪神エムテック

（有）中村自動車

主な委託内容 定期点検、法定点検、一般修理

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00030

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

車検、点検、一般修理台数
目標値 （単位：台） 167.00 140.00 146.00

実績値 （単位：台） 140.00 146.00

達成度(%) 83.8 104.3

目標値
の積算
方法

定期検査受、法定点検（ガス容器点検含
む）、一般修理の前年度合計台数 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 106.04 90.27

一般財源（単位：千円） 106.04 90.27

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

安全運行のため、車両の管理を適切に行っている。

達成
状況

安全な車両の提供。

    終期の設定

評価の説明

公用車を安全に整備して安心して利用できるようにしております。また、車検、点検の見積合せにより経費の
削減に努めています。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務部総務室（車両担当）

事務事業番号 00030 事業名 車両整備事業 事業区分 内部管理

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

10

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ｂ．市が関与すべき事業であるが、その範囲や担い手には民間委託など検討の余地がある。（3点） 3

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　c．施策の推進にはあまり効果がない事業である。（1点） 1

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

14

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ｂ．目標をやや下回るが、具体的な成果を上げている。（3点） 3

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

②サービスの水準は適正ですか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

③適正な受益者負担を求めていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 77

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務部総務室（車両担当） 事務事業番号 00030

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
車両の老朽化が進み車両の安全運行や整備用務改善のため、全車両メンテナンス付リースを急ぐ必要があ
ります。

エコカー減税の実施及び環境負荷の大きい古い車両の自動車税、重量税の割り増しにより車両の買い替えを促している。また、公用車につき
ましても環境に配慮した車両のリース導入を目指します。
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持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00031

事務事業評価調書
事務事業名 タクシー利用事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 不明 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 道路運送法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 職員等

　目標
（どういう状態にしたいのか）

業務遂行に必要なタクシー関係業務を行う。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

円滑な業務の確保

事業概要 公用車の配車が不可能な場合や他の交通手段の利用が難しいなどの時に使用するタクシーチケット関係業務。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 1 目 9 大事業 2 中事業 1 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 2,000 1,632 2,000 1,451 1,900

　  人件費
職員数 人 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

総額 （B) 千円 4,150 3,974 4,176 4,176 4,085

総事業費（Ａ＋Ｂ） 6,150 5,606 6,176 5,627 5,985

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 6,150 5,606 6,176 5,627 5,985

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 6,150 5,606 6,176

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

5,627 5,985

財源計（Ｃ＋Ｄ） 6,150 5,606 6,176 5,627 5,985

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

日本タクシー（株）

新大阪タクシー（株）

阪急タクシー（株）

主な委託内容 タクシー運行業務

補助金・負担金 交付先

その他 内容



2 1 00010300002

計
画
的
な
行
財
政
運
営
の
推
進

２　評価の指標等

事業番号 00031

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

タクシー運行台数
目標値 （単位：台） 456.00 426.00 383.00

実績値 （単位：台） 426.00 383.00

達成度(%) 93.4 89.9

目標値
の積算
方法

タクシー運行台数（前年度実績）

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 13.16 14.69

一般財源（単位：千円） 13.16 14.69

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

業務遂行のため、各課の要望に応えている。

達成
状況

円滑な業務の確保。

    終期の設定

評価の説明

各部でタクシー利用は、必要最低限にするように周知しているため、今後も経費の削減に努めます。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務部総務室（車両担当）

事務事業番号 00031 事業名 タクシー利用事業 事業区分 内部管理

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

10

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ｂ．市が関与すべき事業であるが、その範囲や担い手には民間委託など検討の余地がある。（3点） 3

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　c．施策の推進にはあまり効果がない事業である。（1点） 1

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

12

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　b．目標を下回る進捗状況である。（3点） 3

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ｂ．目標をやや下回るが、具体的な成果を上げている。（3点） 3

（３）
効率性
（20点）

18

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

②サービスの水準は適正ですか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

③適正な受益者負担を求めていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

20

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 75

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務部総務室（車両担当） 事務事業番号 00031

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析 公用車及び運転手職員の減少に合わせてタクシー利用に依存していかざるを得ない。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00032

事務事業評価調書
事務事業名 バス利用事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成１９年度 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 道路運送法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 職員、市民等

　目標
（どういう状態にしたいのか）

業務遂行に必要なバス関係業務を行う。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

人員の大量輸送。

事業概要
各室課の事業遂行時のマイクロバス利用要望に応えるためのマイクロバス委託運行関係業務を行う。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 1 目 9 大事業 3 中事業 1 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 8,614 7,184 2,665 1,990 2,765

　  人件費
職員数 人 0.50 0.50 0.25 0.25 0.25

総額 （B) 千円 4,150 3,974 2,088 2,088 2,043

総事業費（Ａ＋Ｂ） 12,764 11,158 4,753 4,078 4,808

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 12,764 11,158 4,753 4,078 4,808

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 12,764 11,158 4,753

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

4,078 4,808

財源計（Ｃ＋Ｄ） 12,764 11,158 4,753 4,078 4,808

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

（株）ジャパン・リリーフ

主な委託内容 バス運行業務

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00032

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

バス利用日数
目標値 （単位：日） 181.00 187.00 109.00

実績値 （単位：日） 187.00 109.00

達成度(%) 103.3 58.3

目標値
の積算
方法

大型バス使用、マイクロバス使用の前年度
合計使用日数　（平成２７年度よりマイクロ
バス使用日数）

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 59.67 37.41

一般財源（単位：千円） 59.67 37.41

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

業務遂行のため、各課の要望に応えている。

達成
状況

円滑な業務の確保。

    終期の設定

評価の説明

全市的な事業を一括で行っており、その事業効果は高く、各室課からの利用依頼も多くあります。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務部総務室（車両担当）

事務事業番号 00032 事業名 バス利用事業 事業区分 内部管理

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

12

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ｂ．市が関与すべき事業であるが、その範囲や担い手には民間委託など検討の余地がある。（3点） 3

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

12

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　b．目標を下回る進捗状況である。（3点） 3

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ｂ．目標をやや下回るが、具体的な成果を上げている。（3点） 3

（３）
効率性
（20点）

18

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

②サービスの水準は適正ですか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

③適正な受益者負担を求めていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｃ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は高い。もしくは比較・分析までできていない。（1点） 1

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 72

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務部総務室（車両担当） 事務事業番号 00032

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析 バス利用の経費が上がってきている状況にあるが、まだまだ安価に運用できている。

平成26年度に国土交通省より貸切バスの一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の変更命令があり、適正な金額でのバス契約を業界に
求めている。また、ツアーバス等の事故により安全運行に一層の注意を業界に求めている。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00034

事務事業評価調書
事務事業名 工業統計調査受託事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 昭和４２年度 改正
内容

統計委員会の設置や基本計画の策定により統計業務体系の整備を行うことが明記され、従来統計業務
について定めていた統計報告調整法は廃止された。直 近 の 改 正 平成１９年

根拠法令等 統計法、統計法施行令、工業統計調査施行規則

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 吹田市内の製造業を営む事業所

　目標
（どういう状態にしたいのか）

工業に関する施策の基礎資料を得ること

　結果
（どのような効果が得られるのか）

行政資料として活用されるほか、民間企業における経営上の参考資料となっている

事業概要 工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得ることを目的に毎年実施している。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 2 大事業 1 中事業 1 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 729 442 8 0 102

　  人件費
職員数 人 0.15 0.15 0.05 0.00 0.15

総額 （B) 千円 1,245 1,193 418 0 1,226

総事業費（Ａ＋Ｂ） 1,974 1,635 426 0 1,328

特定財源（Ｃ） 729 442 8 0 102

102

府 0 0 0 0 0

国 728 442

0

市負担（Ｄ） 1,245 1,193 418 0 1,226

（
内
訳

）

8 0

0

一般財源 1,245 1,193 418

0その他 1 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

0 1,226

財源計（Ｃ＋Ｄ） 1,974 1,635 426 0 1,328

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00034

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

調査事業所数
目標値 （単位：件） 189.00 164.00 0.00

実績値 （単位：件） 164.00 0.00

達成度(%) 86.8 0.0

目標値
の積算
方法

調査を行う全事業所数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 10.29 0.00

一般財源（単位：千円） 7.59 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

調査訪問事業所数
目標値 （単位：件）

②

指標
内容

目標値

189.00 164.00 0.00

実績値 （単位：件） 164.00 0.00

達成度(%) 86.8 0.0

目標値
の積算
方法

調査訪問事業所数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 10.29 0.00

一般財源（単位：千円） 7.59 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

国が実施する基幹統計調査の市経由分である。毎年調査を行うことになっており、継続して行う必要があり
ます。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 00034 事業名 工業統計調査受託事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

14

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

16

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｃ．他の事業・取組との連携は検討していない。（1点） 1

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

16

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ｂ．サービスの水準は高く、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 78

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 00034

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

  国が実施する基幹統計調査の市経由分である。工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料
を得ることを目的に毎年実施しており、統計法等の関係法令に基づき法定受託事務として実施している。調
査は、市町村事務処理基準等で定められた調査方法により実施し、その事業費は、交付金をもって執行して
います。以上の点から、市が判断する余地はありません。
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効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00035

事務事業評価調書
事務事業名 学校基本調査受託事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 昭和２３年度 改正
内容

統計委員会の設置や基本計画の策定により統計業務体系の整備を行うことが明記され、従来統計業務
について定めていた統計報告調整法は廃止された。直 近 の 改 正 平成１９年

根拠法令等 統計法、統計施行令、学校基本調査規則

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 吹田市内の学校

　目標
（どういう状態にしたいのか）

学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすること。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

学校教育行政上の基礎資料並びに地方交付税の算定基礎を得ている。

事業概要
学校調査、経費及び資産調査、学校施設調査、入学調査、卒業者調査、教員・学生・生徒・児童異動調査及び学齢児童及び学齢生徒調査の
７つの調査で構成され、別に附帯調査として卒業者調査に関連した「就職状況調査」を実施。その後、調査対象、調査の構成、調査事項など
が変更されているが、基本的には当初の形式が踏襲されている。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 2 大事業 1 中事業 2 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 33 31 33 32 33

　  人件費
職員数 人 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05

総額 （B) 千円 415 398 418 418 409

総事業費（Ａ＋Ｂ） 448 429 451 450 442

特定財源（Ｃ） 33 31 33 0 33

33

府 0 0 0 0 0

国 33 31

0

市負担（Ｄ） 415 397 418 450 409

（
内
訳

）

33 0

0

一般財源 415 397 418

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

450 409

財源計（Ｃ＋Ｄ） 448 428 451 450 442

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00035

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

教育施設数
目標値 （単位：校） 113.00 115.00 117.00

実績値 （単位：校） 114.00 117.00

達成度(%) 100.9 101.7

目標値
の積算
方法

吹田市内の教育施設数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 3.76 3.85

一般財源（単位：千円） 3.49 3.85

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

教育施設数
目標値 （単位：校）

②

指標
内容

目標値

113.00 115.00 117.00

実績値 （単位：校） 114.00 117.00

達成度(%) 100.9 101.7

目標値
の積算
方法

調査に協力した教育施設数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 3.76 3.85

一般財源（単位：千円） 3.49 3.85

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

国が実施する基幹統計調査の市経由分である。毎年調査を行うことになっており、継続して行う必要があり
ます。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要
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点

点

点

点

点
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点
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点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 00035 事業名 学校基本調査受託事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

20

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ａ．活動指標や有効指標には、他市との比較も可能な、それぞれ別の定量的な指標設定をしている。（5点） 5

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

12

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ｂ．迅速なサービス提供のための取組について検討している。（3点） 3

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｃ．他の事業・取組との連携は検討していない。（1点） 1

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

内部管理

②サービスの水準は適正ですか。

内部管理

③適正な受益者負担を求めていますか。

内部管理

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

内部管理

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｃ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は高い。もしくは比較・分析までできていない。（1点） 1

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 82

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 00035

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

  国が実施する基幹統計調査の市経由分である。学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らか
にすることを目的に毎年実施しており、統計法等の関係法令に基づき法定受託事務として実施している。調
査は、市町村事務処理基準等で定められた調査方法により実施し、その事業費は、交付金をもって執行して
います。以上の点から、市が判断する余地はありません。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00036

事務事業評価調書
事務事業名 経済センサス調査区管理受託事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成２３年度 改正
内容

統計委員会の設置や基本計画の策定により統計業務体系の整備を行うことが明記され、従来統計業務
について定めていた統計報告調整法は廃止された直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 統計法、統計法施行令

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 経済センサスにおける調査区情報

　目標
（どういう状態にしたいのか）

調査区の情報の維持管理

　結果
（どのような効果が得られるのか）

調査を正確かつ円滑に遂行できる

事業概要
調査区を毎年管理し、境界等の変更に伴う調査区情報を修正し、母集団データを常に最新かつ正確な状態に維持するための調査区管理業
務（法定受託事務）

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 2 大事業 1 中事業 3 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 21 21 5 26 24

　  人件費
職員数 人 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05

総額 （B) 千円 415 398 418 418 409

総事業費（Ａ＋Ｂ） 436 419 423 444 433

特定財源（Ｃ） 21 21 5 0 24

24

府 0 0 0 0 0

国 21 21

0

市負担（Ｄ） 415 397 418 444 409

（
内
訳

）

5 0

0

一般財源 415 397 418

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

444 409

財源計（Ｃ＋Ｄ） 436 418 423 444 433

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容



2 1 00010300002

計
画
的
な
行
財
政
運
営
の
推
進

２　評価の指標等

事業番号 00036

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

調査区数確認
目標値 （単位：件） 290.00 290.00 290.00

実績値 （単位：件） 290.00 290.00

達成度(%) 100.0 100.0

目標値
の積算
方法

調査区数確認

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 1.45 1.53

一般財源（単位：千円） 1.37 1.53

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

調査区数確認
目標値 （単位：件）

②

指標
内容

目標値

290.00 290.00 290.00

実績値 （単位：件） 290.00 290.00

達成度(%) 100.0 100.0

目標値
の積算
方法

調査区数確認

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 1.45 1.53

一般財源（単位：千円） 1.37 1.53

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

国が実施する基幹統計調査の市経由分である。毎年調査を行うことになっており、継続して行う必要があり
ます

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 00036 事業名 経済センサス調査区管理受託事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

18

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

12

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｃ．定量的な指標設定ができておらず、目標や達成状況の分析も十分できていない。(1点） 1

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ｂ．目標をやや下回るが、具体的な成果を上げている。（3点） 3

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｃ．他の事業・取組との連携は検討していない。（1点） 1

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

内部管理

②サービスの水準は適正ですか。

内部管理

③適正な受益者負担を求めていますか。

内部管理

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

内部管理

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｃ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は高い。もしくは比較・分析までできていない。（1点） 1

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 75

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 00036

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

　経済センサスの実施にあたり、境界等の変更に伴う調査区情報を修正し、母集団データを常に正確な状態
に維持していくために、統計法等の関係法令に基づき法定受託事務として基幹統計調査（経済センサス）に
伴う調査区管理業務を毎年実施している。調査区設定に伴う事務は、実施要領等の基準により実施し、その
事業費は、交付金をもって執行しています。以上の点から、市が判断する余地はありません。

0

5

10

15

20
妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00037

事務事業評価調書
事務事業名 農林業センサス受託事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 昭和２５年度 改正
内容

統計委員会の設置や基本計画の策定により統計業務体系の整備を行うことが明記され、従来統計業務
について定めていた統計報告調整法は廃止された。直 近 の 改 正 平成１９年

根拠法令等 統計法、統計法施工令、農林業センサス規則

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等
農林産物の生産を行うか又は委託を受けて農林業作業を行い、生産又は作業に係る面積・頭数が一
定規模以上の「農林業生産活動を行う者（組織の場合は代表者）」を対象

　目標
（どういう状態にしたいのか）

農林業の生産構造、就業構造を明らかにするとともに、農山村の実態を総合的に把握する

　結果
（どのような効果が得られるのか）

農山村の実態を総合的に把握し、農林行政の企画・立案・推進のための基礎資料を得る

事業概要 農林業の基本構造の現状と動向を明らかにし、農林行政に必要な基礎資料を整備することを目的に５年毎に実施している。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 2 大事業 1 中事業 4 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 884 515 18 29 0

　  人件費
職員数 人 0.70 0.70 0.05 0.05 0.00

総額 （B) 千円 5,810 5,563 418 418 0

総事業費（Ａ＋Ｂ） 6,694 6,078 436 447 0

特定財源（Ｃ） 884 515 18 29 0

0

府 0 0 0 0 0

国 883 515

0

市負担（Ｄ） 5,810 5,563 418 418 0

（
内
訳

）

18 29

0

一般財源 5,810 5,563 418

0その他 1 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

418 0

財源計（Ｃ＋Ｄ） 6,694 6,078 436 447 0

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00037

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

調査客体数
目標値 （単位：世帯） 580.00 0.00 0.00

実績値 （単位：世帯） 583.00 0.00

達成度(%) 100.5 0.0

目標値
の積算
方法

調査客体数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 10.43 0.00

一般財源（単位：千円） 9.54 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

調査客体数
目標値 （単位：世帯）

②

指標
内容

目標値

580.00 0.00 0.00

実績値 （単位：世帯） 583.00 0.00

達成度(%) 100.5 0.0

目標値
の積算
方法

調査客体数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 10.43 0.00

一般財源（単位：千円） 9.54 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

国が実施する基幹統計調査の市経由分である。５年毎に調査を行うことになっており、継続して行う必要が
あります。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 00037 事業名 農林業センサス受託事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

16

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

16

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｃ．他の事業・取組との連携は検討していない。（1点） 1

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

16

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ｂ．サービスの水準は高く、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 80

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 00037

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
 農林業センサスの実施後、データを集計管理するために、統計法等の関係法令に基づき法定受託事務とし
て農林業センサス後実施する。集計管理に伴う事務は、実施要領等の基準により実施し、その事業費は、交
付金をもって執行しています。以上の点から、市が判断する余地はありません。
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効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00038

事務事業評価調書
事務事業名 統計調査員確保対策事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 昭和４９年度 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 統計調査員確保対策事業委託要綱（総務省政策統括官（統計基準担当）等

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 登録統計調査員

　目標
（どういう状態にしたいのか）

統計調査員の確保及び資質の向上を図ることにより、統計調査の円滑な執行を図る

　結果
（どのような効果が得られるのか）

統計調査の円滑な実施

事業概要 総務省の「統計調査員確保対策事業」に基づき実施するもので、登録調査員希望者を登録し、統計調査員の確保及び資質の向上を図る。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 3 大事業 1 中事業 1 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 103 39 120 33 116

　  人件費
職員数 人 0.10 0.10 0.05 0.05 0.05

総額 （B) 千円 830 795 418 418 409

総事業費（Ａ＋Ｂ） 933 834 538 451 525

特定財源（Ｃ） 103 39 120 33 116

116

府 0 0 0 0 0

国 103 39

0

市負担（Ｄ） 830 795 418 418 409

（
内
訳

）

120 33

0

一般財源 830 795 418

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

418 409

財源計（Ｃ＋Ｄ） 933 834 538 451 525

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00038

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

新規登録調査員数
目標値 （単位：人） 10.00 10.00 10.00

実績値 （単位：人） 18.00 102.00

達成度(%) 180.0 1,020.0

目標値
の積算
方法

年齢等により登録統計調査員を辞退する調
査員を見込んでの新規登録者数 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 46.39 4.42

一般財源（単位：千円） 44.17 4.10

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

登録統計調査員延人数
目標値 （単位：人）

②

指標
内容

目標値

145.00 145.00 145.00

実績値 （単位：人） 195.00 264.00

達成度(%) 134.5 182.1

目標値
の積算
方法

経済センサスの調査区数（２９０調査区）の２
分の１に乗じて得た数 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 4.28 1.71

一般財源（単位：千円） 4.08 1.58

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

平成２３年度に「吹田市統計調査員の登録に関する要領」を制定し、統計調査員の確保に努めている。引き
続き、円滑な統計調査を行うためには、熟達した調査員が必要であり、継続が必要である。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 00038 事業名 統計調査員確保対策事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

14

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

16

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ｂ．迅速なサービス提供のための取組について検討している。（3点） 3

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｂ．他の事業・取組との連携を検討をしている。（3点） 3

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

内部管理

②サービスの水準は適正ですか。

内部管理

③適正な受益者負担を求めていますか。

内部管理

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

内部管理

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｃ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は高い。もしくは比較・分析までできていない。（1点） 1

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 75

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 00038

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

  円滑な統計調査の実施と、統計の正確性を確保するため、あらかじめ統計調査員希望者を登録し、統計調
査員の確保及びその資質の向上を図ることを目的に毎年実施しており、総務省の「統計調査員確保対策事
業」に基づき、法定受託事務として実施している。事業費は、交付金をもって執行しています。以上の点か
ら、市が判断する余地はありません。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00039

事務事業評価調書
事務事業名 吹田市統計書作成事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 昭和４２年度 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 なし

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 本市の人口、産業、社会、文化など多分野にわたる基礎的な統計資料

　目標
（どういう状態にしたいのか）

総合的に記録

　結果
（どのような効果が得られるのか）

各方面での諸施策・諸業務の企画・立案、学術研究に広く活用していただく

事業概要
官公庁、庁内各部課並びに民間諸団体などの報告、又は本市で直接調査収集した資料により、分野別にまとめて一冊の統計書として発刊
し、庁内各部室課並びに報告を受けた官公庁、民間諸団体など及び図書館等に無償で頒布する。希望者には、印刷代相当額にて有償頒布
する。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 3 大事業 1 中事業 2 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 594 188 203 186 198

　  人件費
職員数 人 0.10 0.10 0.10 0.10 0.15

総額 （B) 千円 830 795 836 836 1,226

総事業費（Ａ＋Ｂ） 1,424 983 1,039 1,022 1,424

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 1,424 983 1,039 1,022 1,424

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 1,424 983 1,039

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

1,022 1,424

財源計（Ｃ＋Ｄ） 1,424 983 1,039 1,022 1,424

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00039

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

統計書作成数
目標値 （単位：冊） 260.00 250.00 250.00

実績値 （単位：冊） 260.00 260.00

達成度(%) 100.0 104.0

目標値
の積算
方法

統計書作成数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 3.78 3.93

一般財源（単位：千円） 3.78 3.93

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

統計書頒布数
目標値 （単位：冊）

②

指標
内容

目標値

250.00 240.00 250.00

実績値 （単位：冊） 235.00 260.00

達成度(%) 94.0 108.3

目標値
の積算
方法

統計書作成数×０．９

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 4.19 3.93

一般財源（単位：千円） 4.19 3.93

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

「吹田市統計書」は、冊子による配布と販売、また平成１５年度から、同じ内容を市のホームページに掲載し、
利用者の利便性の向上も図り提供している。従来より配布基準の見直しや有償配布の状況により、冊子の
発行部数の削減を行っている。今後も引き続きニーズの把握やコストを考慮し検討する。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 00039 事業名 吹田市統計書作成事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

12

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　c．実施意義は薄れてきている。（1点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

1

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

12

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　b．目標を下回る進捗状況である。（3点） 3

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ｂ．目標をやや下回るが、具体的な成果を上げている。（3点） 3

（３）
効率性
（20点）

12

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ｂ．迅速なサービス提供のための取組について検討している。（3点） 3

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｃ．他の事業・取組との連携は検討していない。（1点） 1

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

内部管理

②サービスの水準は適正ですか。

内部管理

③適正な受益者負担を求めていますか。

内部管理

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

内部管理

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 67

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 00039

「吹田市統計書」は、冊子による配布と販売、また平成１５年度から、同じ内容を市のホームページに掲載し、利用者の利便性の向上も図り提供
してる。従来より配布基準の見直しや有償配布の状況により、冊子の発行部数の削減を行っており、平成２２年度（平成22年版）の「吹田市統計
書」から発行部数を減らし、印刷製本費の削減に努めている。今後も引き続きニーズの把握やコストを考慮し検討する。

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

　官公庁、庁内各部課並びに民間諸団体などの報告、又は本市で直接調査収集した資料により、分野別に
まとめて一冊の統計書として発刊し、庁内各部課並びに報告を受けた官公庁、民間諸団体など及び図書館
等に無償で頒布。また希望者には、図書館等に無償で頒布。また希望者には、印刷代相当額（７００円）にて
有償頒布。
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効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00040

事務事業評価調書
事務事業名 全国消費実態調査受託事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 昭和３４年度 改正
内容

統計委員会の設置や基本計画の策定により統計業務体系の整備を行うことが明記され、従来統計業務
について定めていた統計報告調整法は廃止された。直 近 の 改 正 平成１９年

根拠法令等 統計法、全国消費実態調査規則

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等
全国の全ての世帯のうち、総務大臣の定める方法により選定された世帯を対象とし、二人以上の世
帯と単身世帯とに分けて調査を実施する

　目標
（どういう状態にしたいのか）

国民生活の実態について、家計の収支及び貯蓄・負債、耐久消費財、住宅・宅地などの家計資産を総合的に
調査する

　結果
（どのような効果が得られるのか）

全国及び地域別の世帯の消費・所得・資産に係る水準、構造、分布などを明らかにする

事業概要
国民生活の実態について、家計の収支及び貯蓄・負債、耐久消費財、住宅・宅地などの家計資産を総合的に調査し、家計の収支と資産の実
態、構造及び分布を明らかにする

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 2 大事業 1 中事業 97 小事業 99

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 8,503 5,367 0 0 0

　  人件費
職員数 人 0.75 0.75 0.00 0.00 0.00

総額 （B) 千円 6,225 5,961 0 0 0

総事業費（Ａ＋Ｂ） 14,728 11,328 0 0 0

特定財源（Ｃ） 8,503 5,367 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 8,497 5,364

0

市負担（Ｄ） 6,225 5,961 0 0 0

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 6,225 5,961 0

0その他 6 3 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

0 0

財源計（Ｃ＋Ｄ） 14,728 11,328 0 0 0

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00040

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

調査適格世帯数
目標値 （単位：世帯） 312.00 0.00 0.00

実績値 （単位：世帯） 517.00 0.00

達成度(%) 165.7 0.0

目標値
の積算
方法

調査世帯数×２

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 22.42 0.00

一般財源（単位：千円） 12.04 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

調査対象世帯数
目標値 （単位：世帯）

②

指標
内容

目標値

156.00 0.00 0.00

実績値 （単位：世帯） 156.00 0.00

達成度(%) 100.0 0.0

目標値
の積算
方法

調査実施世帯数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 74.29 0.00

一般財源（単位：千円） 39.90 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

国が実施する基幹統計調査の市経由分である。５年毎に調査を行うことになっており、継続して行う必要が
あります。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 00040 事業名 全国消費実態調査受託事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

14

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

16

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｃ．他の事業・取組との連携は検討していない。（1点） 1

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

16

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ｂ．サービスの水準は高く、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 78

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 00040

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

我が国の家計の現状とその推移を所得・消費・資産の３つの面から明らかにし、国及び地方公共団体の行う
社会・経済等の行政の企画・立案に必要な基礎資料を整備することを目的に５年毎に実施している。調査
は、市町村事務処理基準等で定められた調査方法により実施し、その事業費は、交付金をもって執行してい
ます。以上の点から、市が判断する余地はありません。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00041

事務事業評価調書
事務事業名 国勢調査調査区設定受託事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 大正８年度 改正
内容

平成２７年国勢調査を円滑かつ正確に実施するため、統計委員会の答申を踏まえ、調査事項、調査方法
等を見直し、これに伴う所要の改正を行った。直 近 の 改 正 平成２６年

根拠法令等 国勢調査令、国勢調査の調査区の設定の基準等に関する省令

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 吹田市全域。

　目標
（どういう状態にしたいのか）

国勢調査の実施にあたり、調査員の担当区域を明確にする。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

調査の重複・脱漏を防ぎ、調査の正確性を期するとともに、調査結果の集計及び各種統計調査の実施の基礎
資料を得る。

事業概要 国勢調査の実施にあたり、調査区を明確にするとともに、各種統計調査の実施及び調査結果の集計の基礎資料とする。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 2 大事業 1 中事業 96 小事業 99

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 4,070 1,674 0 0 0

　  人件費
職員数 人 1.50 1.50 0.00 0.00 0.00

総額 （B) 千円 12,450 11,921 0 0 0

総事業費（Ａ＋Ｂ） 16,520 13,595 0 0 0

特定財源（Ｃ） 4,070 1,674 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 4,059 1,668

0

市負担（Ｄ） 12,450 11,921 0 0 0

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 12,450 11,921 0

0その他 11 6 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

0 0

財源計（Ｃ＋Ｄ） 16,520 13,595 0 0 0

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00041

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

調査区数
目標値 （単位：調査区） 3,200.00 0.00 0.00

実績値 （単位：調査区） 3,249.00 0.00

達成度(%) 101.5 0.0

目標値
の積算
方法

吹田市全域を１調査区概ね５０世帯となるよ
うに設定 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 4.35 0.00

一般財源（単位：千円） 3.83 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

調査区数
目標値 （単位：調査区）

②

指標
内容

目標値

3,200.00 0.00 0.00

実績値 （単位：調査区） 3,249.00 0.00

達成度(%) 101.5 0.0

目標値
の積算
方法

吹田市全域を１調査区概ね５０世帯となるよ
うに設定 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 4.35 0.00

一般財源（単位：千円） 3.83 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

国が実施する国勢調査の前年度に行う、国勢調査のための調査区設定である。５年毎に調査区の設定を行
うことになっており、継続して行う必要があります。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 00041 事業名 国勢調査調査区設定受託事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

14

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

16

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｃ．他の事業・取組との連携は検討していない。（1点） 1

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

16

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ｂ．サービスの水準は高く、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 78

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 00041

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

国勢調査の実施にあたり、調査員の担当区域を明確にし、調査の重複・脱漏を防ぎ、調査の正確性を期する
ために調査区を設定するもので、国勢調査令、国勢調査の調査区の設定の基準等に関する省令等の関係
法令に基づき法定受託事務として実施している。調査区設定に伴う事務は、実施要領等の基準により実施
し、その事業費は、交付金をもって執行しています。以上の点から、市が判断する余地はありません。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00042

事務事業評価調書
事務事業名 経済センサス－基礎調査及び商業統計調査受託事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成２１年度 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 統計法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 農林漁家に属する個人経営の事業所、家事サービス業及び外国公務に属する事業所を除くすべての事業所

　目標
（どういう状態にしたいのか）

我が国の全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を全国及び地域別に明らかにする

　結果
（どのような効果が得られるのか）

日本の経済活動の実態を明らかにする

事業概要
我が国の全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を全国及び地域別に明らかにするとともに、事業所及び企業を調査対象と
する各種統計調査の精度向上に資する母集団情報を得ることを目的としています。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 2 大事業 1 中事業 95 小事業 99

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 20,910 8,720 0 0 0

　  人件費
職員数 人 1.50 1.50 0.00 0.00 0.00

総額 （B) 千円 12,450 11,921 0 0 0

総事業費（Ａ＋Ｂ） 33,360 20,641 0 0 0

特定財源（Ｃ） 20,910 8,719 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 20,904 8,715

0

市負担（Ｄ） 12,450 11,922 0 0 0

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 12,450 11,922 0

0その他 6 4 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

0 0

財源計（Ｃ＋Ｄ） 33,360 20,641 0 0 0

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00042

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

調査事業所数
目標値 （単位：件） 12,871.00 0.00 0.00

実績値 （単位：件） 12,871.00 0.00

達成度(%) 100.0 0.0

目標値
の積算
方法

吹田市内の事業所数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 1.64 0.00

一般財源（単位：千円） 0.97 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

調査事業所数
目標値 （単位：件）

②

指標
内容

目標値

12,871.00 0.00 0.00

実績値 （単位：件） 8,739.00 0.00

達成度(%) 67.9 0.0

目標値
の積算
方法

調査を行う吹田市内の調査事業所数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 2.42 0.00

一般財源（単位：千円） 1.42 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

国が実施する基幹統計調査の市経由分である。５年毎に調査を行うことになっており、継続して行う必要が
あります。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要
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点
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点

点

点
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事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 00042 事業名 経済センサス－基礎調査及び商業統計調査受託事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

14

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

16

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｃ．他の事業・取組との連携は検討していない。（1点） 1

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

16

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ｂ．サービスの水準は高く、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 78

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 00042

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

我が国の全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を全国及び地域別に明らかにするととも
に、事業所及び企業を調査対象とする各種統計調査の精度向上に資する母集団情報を得ることを目的とし
ており、統計法等の関係法令に基づき法定受託事務として実施している。調査は、市町村事務処理基準等
で定められた調査方法により実施し、その事業費は、交付金をもって執行しています。以上の点から、市が
判断する余地はありません。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01393

事務事業評価調書
事務事業名 国勢調査受託事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 大正９年 改正
内容

国勢調査施行規則（昭和５５年総理府令第２１号）の改正によりオンライン調査や委託管理団体が調査を
行うことが可能となる。直 近 の 改 正 平成２７年

根拠法令等 統計法（平成１９年法律第５３号）第５条第２項の規定に基づく基幹統計調査

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等
平成２８年１０月１日午前０時現在を基準とし、日本に常住している外国人を含めたすべての者。ただ
し外国政府の外交使節団・領事機関の構成員（随員を含む。）及びその家族、外国軍隊の軍人・軍属
及びその家族は除く

　目標
（どういう状態にしたいのか）

国内の人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得ることを目的とする。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

国内の人口・世帯の実態を把握する。

事業概要
平成２８年１０月１日午前０時現在を基準とし、日本に常住している外国人を含めたすべての者に調査票を配付し回収を行い、国内の人口・世
帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得る。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 2 大事業 1 中事業 5 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 0 0 170,002 164,496 0

　  人件費
職員数 人 0.00 0.00 4.25 4.25 0.00

総額 （B) 千円 0 0 35,496 34,166 0

総事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 205,498 198,662 0

特定財源（Ｃ） 0 0 170,002 164,496 0

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 0 0 0 0 0

（
内
訳

）

169,920 164,496

0

一般財源 0 0 0

0その他 0 0 82

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

0 0

財源計（Ｃ＋Ｄ） 0 0 170,002 164,496 0

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

日本通運（株）

主な委託内容 調査員への調査用品の仕分け配送作業等

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 01393

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

平成２７年１０月１日現在の吹田市の推計人
口 目標値 （単位：人） 0.00 369,614.00 0.00

実績値 （単位：人） 0.00 374,526.00

達成度(%) 0.0 101.3

目標値
の積算
方法

確報は平成２８年１０月のため、速報値を入
力。 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.44

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

平成２７年１０月１日現在の吹田市の推計世
帯数 目標値 （単位：世帯） 0.00 163,981.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：世帯） 0.00 169,405.00

達成度(%) 0.0 103.3

確報は平成２８年１０月のため、速報値を入
力。 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.97

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

平成２７年１０月１日現在の吹田市の推計人
口 目標値 （単位：人）

②

指標
内容

平成２７年１０月１日現在の吹田市の推計世
帯数 目標値

0.00 369,614.00 0.00

実績値 （単位：人） 0.00 374,526.00

達成度(%) 0.0 101.3

目標値
の積算
方法

確報は平成２８年１０月のため、速報値を入
力。 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.44

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：世帯） 0.00 163,981.00 0.00

実績値 （単位：世帯） 0.00 169,405.00

達成度(%) 0.0 103.3

目標値
の積算
方法

確報は平成２８年１０月のため、速報値を入
力。 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.97

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

国が実施する基幹統計調査の市経由分である。５年毎に調査を行うことになっており、継続して行う必要が
あります。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 01393 事業名 国勢調査受託事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

18

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

16

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｃ．他の事業・取組との連携は検討していない。（1点） 1

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

内部管理

②サービスの水準は適正ですか。

内部管理

③適正な受益者負担を求めていますか。

内部管理

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

内部管理

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｃ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は高い。もしくは比較・分析までできていない。（1点） 1

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 80

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 01393

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

   国勢調査の実施にあたり、境界等の変更に伴う調査区情報を修正し、母集団データを常に正確な状態に
維持していくために、統計法等の関係法令に基づき法定受託事務として基幹統計調査（国勢調査）に伴う調
査区管理業務を毎年実施している。調査区設定に伴う事務は、実施要領等の基準により実施し、その事業
費は、交付金をもって執行しています。以上の点から、市が判断する余地はありません。

0

5

10

15

20
妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01394

事務事業評価調書
事務事業名 経済センサス－活動調査受託事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成２４年 改正
内容

経済センサス活動調査規則の一部を改正により、オンライン調査の拡大、調査員調査の委託等調査方法
の見直しが行れました。直 近 の 改 正 平成２７年

根拠法令等 統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく基幹統計調査

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 農業・林業・漁業に属する事業所、家事サービス業及び外国公務に属する事業所以外のすべての事業所

　目標
（どういう状態にしたいのか）

我が国の全産業分野の売上金額や費用などを把握し、事業所・企業の経済活動を全国的及び地域的に明ら
かにする。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

日本の経済活動を明らかにする。

事業概要
我が国の全産業分野の売上金額や費用などの経理項目を同一時点で網羅的に把握し、事業所・企業の経済活動を全国的及び地域的に明
らかにするとともに、事業所・企業を対象とした各種統計調査の母集団情報を得ること。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 2 大事業 1 中事業 6 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 0 0 757 559 17,641

　  人件費
職員数 人 0.00 0.00 0.30 0.30 1.50

総額 （B) 千円 0 0 2,506 2,412 12,255

総事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 3,263 2,971 29,896

特定財源（Ｃ） 0 0 757 559 17,641

17,625

府 0 0 0 0 0

国 0 0

16

市負担（Ｄ） 0 0 0 0 12,255

（
内
訳

）

757 559

0

一般財源 0 0 0

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

0 12,255

財源計（Ｃ＋Ｄ） 0 0 757 559 29,896

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 01394

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

本来は調査対象事業所数であるが、調査票
配付は２８年度のため、本年度は調査区数
とする。

目標値 （単位：調査区数） 0.00 290.00 0.00

実績値 （単位：調査区数） 0.00 290.00

達成度(%) 0.0 100.0

目標値
の積算
方法

調査区数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 1.93

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

本来は調査対象事業所数であるが、調査票
配付は２８年度のため、本年度は調査区数
とする。

目標値 （単位：調査区数）

②

指標
内容

目標値

0.00 290.00 0.00

実績値 （単位：調査区数） 0.00 290.00

達成度(%) 0.0 100.0

目標値
の積算
方法

調査区数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 1.93

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

国が行う基幹統計調査の市経由である。平成２７年度は調査区の整備調整・指導員及び調査員の推薦・調
査事務用品の管理等を行った。平成２８年度は調査票を配付、回収、審査を行う。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 01394 事業名 経済センサス－活動調査受託事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

16

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

20

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ａ．活動指標や有効指標には、他市との比較も可能な、それぞれ別の定量的な指標設定をしている。（5点） 5

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ｂ．迅速なサービス提供のための取組について検討している。（3点） 3

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｂ．他の事業・取組との連携を検討をしている。（3点） 3

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

内部管理

②サービスの水準は適正ですか。

内部管理

③適正な受益者負担を求めていますか。

内部管理

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

内部管理

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 85

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 01394

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

   我が国の全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を全国及び地域別に明らかにするとと
もに、事業所及び企業を調査対象とする各種統計調査の精度向上に資する母集団情報を得ることを目的と
しており、統計法等の関係法令に基づき法定受託事務として実施している。調査は、市町村事務処理基準等
で定められた調査方法により実施し、その事業費は、交付金をもって執行しています。以上の点から、市が
判断する余地はありません。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01395

事務事業評価調書
事務事業名 商業統計調査受託事業

担当部名 総務部 室課名 総務室 室課長名 大竹　哲男

１　事務事業の概要

事業開始年度 昭和２７年 改正
内容直 近 の 改 正

根拠法令等 統計法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 日本標準産業分類に掲げる「大分類Ⅰ卸売業、小売業」に属する全国の事業所

　目標
（どういう状態にしたいのか）

産業別、従業者規模別、地域別等に従業者数、商品販売額等を把握し、我が国商業の実態を明らかにし、商
業に関する施策の基礎資料を得ること。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

我が国商業の実態を明らかにする。

事業概要
商業を営む事業所について、産業別、従業者規模別、地域別等に従業者数、商品販売額等を把握し、我が国商業の実態を明らかにし、商業
に関する施策の基礎資料を得ることを目的としている。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 2 項 5 目 2 大事業 1 中事業 7 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 0 0 33 26 0

　  人件費
職員数 人 0.00 0.00 0.05 0.05 0.00

総額 （B) 千円 0 0 418 402 0

総事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 451 428 0

特定財源（Ｃ） 0 0 33 26 0

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 0 0 0 0 0

（
内
訳

）

33 26

0

一般財源 0 0 0

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

0 0

財源計（Ｃ＋Ｄ） 0 0 33 26 0

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容



2 1 00010300002

計
画
的
な
行
財
政
運
営
の
推
進

２　評価の指標等

事業番号 01395

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

調査区数
目標値 （単位：調査区） 0.00 290.00 0.00

実績値 （単位：調査区） 0.00 290.00

達成度(%) 0.0 100.0

目標値
の積算
方法

調査区数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.09

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

調査区数
目標値 （単位：調査区）

②

指標
内容

目標値

0.00 290.00 0.00

実績値 （単位：調査区） 0.00 290.00

達成度(%) 0.0 100.0

目標値
の積算
方法

調査区数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.09

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

２６年に経済センサス‐基礎調査と同時に行った調査。本来は調査票の配付数
で達成率を入力しているが、今年度は調査区とデータの管理のみで、実際の調
査は行っていない。 目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

国が実施する基幹統計調査の市経由分である。新設された経済センサスに統合され、廃止予定であった。
経済センサスの回答率が悪いため、完全に廃止に至っていない。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 総務室

事務事業番号 01395 事業名 商業統計調査受託事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

12

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　c．実施意義は薄れてきている。（1点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

1

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

14

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　c．事業の進捗はかなり遅れている。（1点） 1

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

12

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ｂ．迅速なサービス提供のための取組について検討している。（3点） 3

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｃ．他の事業・取組との連携は検討していない。（1点） 1

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

内部管理

②サービスの水準は適正ですか。

内部管理

③適正な受益者負担を求めていますか。

内部管理

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

内部管理

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 70

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 総務室 事務事業番号 01395

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

   我が国の商業について、産業別、従業者規模別、地域別等に従業者数、商品販売額等を把握し、我が国
商業の実態を明らかにし、商業に関する施策の基礎資料を得ることを目的としており、統計法等の関係法令
に基づき法定受託事務として実施している。調査は、市町村事務処理基準等で定められた調査方法により
実施し、その事業費は、交付金をもって執行しています。以上の点から、市が判断する余地はありません。
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